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公取委の担当官による下請法の概説書、待望の改訂新版！

■公正取引委員会の担当官による下請法解説書の決定版として、平成18年の
発刊以来好評を博している本書の第4版がついに刊行。

■平成28年12月に、制定から13年ぶりに改正された「下請法に関する運用基
準」と、50年ぶりに見直された通達「下請代金の支払手段について」の内容
を完全収録。

■下請法に関する最近の運用を踏まえて本文を改訂。また違反行為事例や
Q&Aをさらに充実させて実務上の疑問に対応。下請取引の適正化はこの1
冊で！
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